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1.建設業者数

1988年3月31日現在の建設業の許可業者は51万業者であり、そのうち

大臣許可業者が8665（一般5850、特定4965）、知事許可業者が50万1654

（一般48万9774、特定2万6442）である。許可業者のうち個人業者は22

万9132で、全体の44.9％を占め、法人業者は資本金200万円未満が4万

7014、200～500万円が9万2763、500～1000万円が6万4772、1000～

5000万円が6万8068、5000～1億円が4675、1億円以上が3885である。

建設業者数を都道府県別にみると、東京都が4万4811で全国の8.8％を

占め、次いで大阪府の4万2101、神奈川県の2万6616、福岡県の2万5477

であり、最も少ないのは鳥取県の2356である。

1988年以後、我が国の建設業許可を取得する外国企業が増加し、1989年

7月31日現在、18社（米国10社、韓図6社、フランス1社、オーストラ

リア1社）となっている。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、1988年3月31日現在の建設業の許可業者数を表示し、その

うち知事許可業者については資本金階層別に表示した。

〔主な資料〕

1.都道府県資料

2.建設省資料

3.建設省， 平成元年版建設統計要覧

2.公共工事の着工額

1987年4月から1988年3月までの1年間の、公共工事の着工額は12.6

兆円で、その99.7％が請負契約によるものである。総工事件数は53万件

であり、金額、件数とも過去最高である。これを工事種類別にみると、道

路が8.2万件の3.4兆円で総着工額の27.2％を占め、下水道・公園が4.1

万件1.6兆円（12.6％）、農林水産が6.5万件1.4兆円（11.1％）、治山治水

が5.3万件1.2兆円（9.8％）、教育・病院が2.5万件1.2兆円（9.7％）、住宅

宿舎が 1.2万件 6200億円（4.9％）である。

発注者別にみると、都道府県が着工額の34.6％、件数の36.6％を占め、

市区町村が着工額の31.4％、件数の42％、国が着工額の12.1％、件数の7.4

％となっている。

都道府県別にみると、東京都および北海道の1.2兆円、大阪府の5370億

円が多い。工事件数では、北海道の4.3万件、東京都の2.5万件、新潟県の

2.4万件が多い。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、施工都道府県別の公共工事の着工額を表示した。着工額は、

総工事費評価額（請負契約額＋直営工事額＋無償支給材料評価額）である。

〔主な資料〕

1.建設省， 62年度公共工事着工統計年度報

1.建設工事の施工額

1987年4月から1988年3月までの1年間の我が国の建設工事の施工額は、

53.6兆円である。そのうち民間発注工事施工額は35.1兆円で、その内訳は

土木工事5.3兆円、建築工事26.1兆円、機械装置等工事 3.7兆円である。

一方、公共発注工事の施工額は18.5兆円で、その内訳は土木工事12.7兆円、

建築工事5.1兆円、機械装置等工事0.7兆円である。

都道府県別にみると、東京都が総施工額7.6兆円で全国の14.3％を占め、

次いで北海道が3.4兆円であり、最も少ないのは徳島県の2200億円である。

発注者別では、東京都が公共発注工事1.7兆円、民間発注工事6兆円でい

ずれも最高であるが、第2位は公共発注工事では北海道の1.6兆円、民間

発注工事では神奈川県の2.4兆円である。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、施工都道府県別の建設工事の施工額を、公共発注工事、民間

発注工事（駐留軍、外国公館、土地区画整理組合、地方公共団体の設置し

た公社等を含む）に分けて表示した。

施工額は元請完成工事高で、発注者から直接受注した建設工事の完成工

事高である。

〔主な資料〕

1.建設省， 62年度建設工事施工統計調査報告

2.住宅の建設戸数

1987年4月から1988年3月までの1年間の新設住宅の建設戸数は172.9

万戸で1972、1973年に次ぎ史上3番目であり、前年度に比し23.5％増は

過去最高の伸びである。またその総床面積は1億3704万m2である。

建設資金別では、民間資金によるものが116.7万戸の7661.2万m2である。

公的資金によるものは56.2万戸の6042.4万m2で、その内訳は公営住宅（貸

家）が4.2万戸の285.6万m2、住宅金融公庫融資住宅が46.4万戸の5309.9

万m2、住宅都市整備公団建設住宅が2万戸の153.5万m2、その他が3.6万戸

の293.3万m2である。

利用関係別では、持家は1983年から50万戸を下回っていたが、金利の

引き下げ等により 56.3万戸の7348.5万m2と増加し、その 55.1％が住宅金

融公庫融資住宅である。金余り現象等による資産運用や節税対策等もあっ

て貸家経営者が増加し、若年層を中心にした需要人口の増加等を背景に、

貸家は過去最高の88.7万戸で、4010.9万m2となっている。貸家はその86.9

％を民間資金によっている。給与住宅は2.3万戸の185.1万m2である。分譲

住宅は25.6万戸の2159.1万m2で、その戸数の55.1％がマンションである。

また、利用関係別の1戸あたりの床面積は、持家130.6m2、貸家45.2m2、

給与住宅80.9m2、分譲住宅84.4m2で、それらの平均は79.3m2である。

都道府県別にみると東京都が23.5万戸で最も多く、次いで神奈川県15

万戸、埼玉県12.7万戸、大阪府11.4万戸、千乗県10.4万戸となっている。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、住宅建設戸数を資金別、利用関係別に表示した。住宅建設戸

数は、着工新設住宅の戸数で増築、改築を含む。

資金別のうち、民間資金による住宅とは、民間資金のみで建てた住宅で

あり、住宅金融公庫融資住宅には融資額の大小に関係なく、一部でも公庫

資金の融資を受けて建てた住宅を含む。また、その他とは、厚生年金の還

元融資として都道府県から融資を受けたもの、それ以外に国または地方公

共団体から融資を受けたもの、図や地方公務員等が住むために国や地方公

共固体等が建てたもの等である。

利用関係のうち持家とは、建築主が自分で居住する目的で建築するもの、

給与住宅とは、官舎、社宅等である。

〔主な資料〕

1.建設省， 63年度版建築統計年報

資本金階層別許可建設業者数
(1988)
総数510,319

建設工事の施工額の割合
(1987)
総額53.6兆円

(建設統計要覧から作成) (建設工事施工統計調査報告から作成)

建設工事の元請完成工事高の推移

公共発注工事

民間発注工事

(建設工事施工統計調査報告から作成)

公共工事の発注者別着工額(外円)
および工事件数の割合(内円)

(1987)

公共工事の着工額の割合
(1987)

1.国

2.公団

3.事業団

4.政府企業

5.都道府県 (公共工事着工統計年度報から作成)

発注者別公共工業の総工事費評価額 (1987)

国

公団・事業団

政府企業

都道府県

市区町村

地方公営企業

その他

(公共工事着工統計年度報から作成)

公共工事の総工事費評価額の推移

維持補修
鉄道軌道、郵便、
電気・ガス、上・工業用水道
土地造成

災書復旧
教育・病院、住宅宿舎、
庁舎その他
下水道・公園

港湾空港

道路

農林水産

治山治水

(公共工事着工統計年度報から作成)

住宅の建設戸数(外円)および床面積(内円)

(1987)

1.民間資金による住宅

2.公営住宅
3.住宅金融公庫融資住宅

4.住宅都市整備公団建設住宅

5.その他の住宅

l.持家
2.賃家
3.給与住宅
4.分譲住宅

(建築統計年報から作成)

規模別新設住宅戸数の割合 (1987)

総数

持家

貸家

給与住宅

分譲住宅

(建築統計年報から作成)

新設住宅の利用別・資金別戸数と総床面積の推移

貸家

給与住宅

分譲住宅

持家

民間資金

公的資金

(建築統計年報から作成)
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6.市区町村

7.地方公営企業

8.その他

官公庁

民 間

資 金 別

利用関係別



(1987) 32.1
1億円以上

1:5,000,000

(1987)

1:5,000,000

44

131

建設業者数． 建設工事の施工額

(単位100業者)

(単位100億円)

建 設 業 者 数

建設業者数

都道府県名

建設業者数
奈良
59

資本金階層別(知事許可業者)

5,000万円以上 1億円未満

1,000万円以上 5,000万円未満

500万円以上 1,000万円未満

200万円以上 500万円未満

200万円未満

個 人

大臣許可業者

建設工事の施工額

年間施工額

官公庁

民 間
官公庁の年間施工額
都道府県名

民間の年間施工額

岡山
42

官公庁発注工事

機械装置等

建 築

土 木

機械装置等

建 築

土 木

民間発注工事



32.2

福井

95

都道府県名

年間着工額

(1987)

1:5,000,000

(1987)

年間建設戸数

熊本
186

都道府 県名

年間建設戸数
資金別

利用関係別

1:5,000,000
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公共工事の着工額． 住宅の建設戸数

(単位10億円)

全国総額 12.6兆円

(単位100戸)

公共工事の着工額

年間着工額 治山治水

農林水産

道 路

鉄道軌道

港湾空港

郵 便

電気・ガス

上・工業用水道

下水道・公園

教育・病院

住宅宿舎

庁舎その他

災害復旧

土地造成

維持補修

住宅の建設戸数

資 金 別 利用関係別

民間資金による住宅

公営住宅

住宅金融公庫融資住宅

公団建設住宅

その他

持 家

貸 家

給与住宅

分譲住宅
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